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“全⽶花粉媒介者週間”だった先週、オバマ⼤統領が「ミツバチなど花粉媒介者の健全性促
進のための国家戦略構築」と題した⼤統領覚書を発表。
ミツバチやチョウなど花粉媒介者数の激減に対する原因究明と対策のため、省庁横断の作
業部会を設置し、来年度予算5千万ドル(約51億円)を割り当てるよう要請しました。

ミツバチ保護に5千万ドルとは⼤胆な政策にも⾒えますが、単なる環境保護ではなく国家
の⾷糧安全保障に関わる問題なので深刻です。

ホワイトハウスによると、北⽶では商業作物の90種以上の受粉をミツバチに依存してお
り、世界の主要農作物115種のうち87種の受粉をミツバチやチョウなどの昆⾍に頼って
いるとのこと。
さらに、花粉媒介者から得られる経済的恩恵は240億ドル(約2兆4,400万円)。うちミツ
バチだけで150億ドル(約1兆5,200万円)に上るとし、昆⾍による受粉は「アメリカの⾷
糧安全保障に不可⽋」としています。

ところが、アメリカの⾷を⽀えるミツバチの数が近年激減しています。
⽶国内の養蜂ミツバチのコロニー数は過去60年間で600万から250万に減少。特に2006
年以降の減少率は顕著で、年に30%ほどのコロニーが消失しています。
この現象は「蜂群崩壊症候群(CCD)」と呼ばれ、世界各地で発⽣し問題になっています。

⾷糧危機を招くミツバチの⼤量死、その原因は︖

寄⽣⾍、病原菌、農薬、ストレス、栄養不⾜など、さまざまな可能性が探られています
が、未だCCDの原因は特定できていません。

世論は、害⾍の神経を⿇痺させるネオニコチノイド系殺⾍剤を”犯⼈”とする説に傾倒して
いますが、アメリカと欧州では⾒解の相違が起こっています。

欧州では、ネオニコチノイド系殺⾍剤の危険性を重視し、昨年末から2年間、予防策とし
てイミダクロプリド、チアメトキサム、クロチアニジンの3種類の殺⾍剤の使⽤・販売を
禁⽌しています。

⼀⽅、アメリカでは、2007年にCCD対策委員会が設置され、⻑く調査が⾏われてきまし
たが、要因は複雑で多岐にわたるとし、ネオニコチノイド系殺⾍剤は⼀因に過ぎないとし
ています。
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⽶ニューヨーク在住、⽶環境・ソーシャルビジネス・政策のリサーチ・コンサルタント。ハーバード
⼤学エグゼクティブエデュケーション サステナビリティリーダーシップ修了。慶應義塾⼤学商学部卒
業後、経営コンサルティング会社アクセンチュア勤務を経て渡⽶。ニューヨーク州⽴ファッション⼯
科⼤学卒業後、02年⽶国にて起業。当初⽶⼩売・ファッション市場の調査・コンサルティングを⾏う
が、社会課題解決の必要性に⽬覚め、以来持続可能な社会の実現に向けて取り組む。著書『サスティ
ナブルシティ ニューヨーク』『グリーンファッション⼊⾨』(繊研新聞社)、共著書『エコデザイン』
(東京⼤学出版会)、訳書『ターゲット』（商業界）。
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2012年に⽶農務省と環境省が発表したレポートでは、ネオニコチノイドの危険性は否定
していないものの、⼯業化した養蜂業や農業の在り⽅⾃体の問題を挙げ、包括的な対策を
促しています。

アメリカの養蜂業は、蜂を巣箱ごとトラックに乗せ、開花時期に合わせて全⽶各地を移動
する⼿法がとられています。そして、運ばれる先は単⼀作物が栽培された広⼤な農地で、
除草剤により雑草や野⽣植物は⼀掃されています。

⽇本など他国でもこの⼿法は⾏われているようですが、レポートでは、⻑距離移動による
ストレス、単⼀作物の受粉による栄養バランスの⽋如、それにより病原菌や寄⽣⾍の影響
を受けやすくなることをCCDの要因として指摘。
対策として、複数種⼦の混播や農薬散布時期の調整、野⽣植物の保全など農業・⼟地管理
上の改善策、単⼀作物栽培が避けられない場合は蜂への栄養補助⾷投与など養蜂業におけ
る改善策を提案しています。

今回設置された作業部会は、これまでのこうした調査や提案を受け、具体的な実⾏計画を
進めるためのものです。部会が戦略と実装計画を策定し、各省が⾃治体の協⼒の下、ミツ
バチの⽣息環境改善に取り組むことになります。

欧州のように、⼿遅れになる前に早期の予防策をとることも⼤切ですが、たとえ時間がか
かっても包括的な対策は必要でしょう。

現代の農畜産業は、効率化を求めるあまりに⾃然の姿とはかけ離れ、それによるさまざま
な弊害が起こってきています。蜂群崩壊症候群は、ほんの⼀例に過ぎないのでしょう。
将来起こりうる⾷糧危機を防ぐため、今、改めて⾷産業のあるべき姿を⾒直す必要がある
のかもしれません。

もっと⾒る


